チャランケ通信　第136号　2016年6月6日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　135号から少し時間が経ってしまったが、遅ればせながら最近の政局の動きに目を向けてみたい。
　消費税の引き上げの再度の延期、とんでもないご都合主義であり「ポピュリズム」政治の蔓延だ
第190回通常国会は、会期を延長することなく6月1日閉会した。安倍内閣は、来年4月に延期していた消費税の10%への引き上げを再び延期し、参議院選挙で信を問うと1日の記者会見で述べていたが、前回の延期の際には「必ず次は引き上げる」という明確な発言をしていたことに対しては、「新しい判断」などと言葉でごまかしていた。さらに、消費税の引き上げを定めた税制法案の景気条項を撤廃していただけに、まことに御都合主義的かつ国民を愚弄する決定と言えよう。
しかも、消費税の引き上げは2019年10月まで延期すれば、その間今度の参議院選挙だけでなく衆議院選挙、統一自治体選挙、さらに3年後の参議院選挙まで消費税を引き上げずに選挙を迎えるし、自らの自民党総裁の任期を過ぎての引き上げとなるわけで、実に無責任極まりない決定と言えよう。多くの国民は賃金もまともに上がらない中で生活は苦しくなる一方で、消費税の引き上げは出来ればして欲しくないと思うのが普通なのであり、そこに付け込んで引き上げ延期という、「ポピュリズム」政治もここに極まれりという思いを強く感ぜざるを得ない。経済同友会の小林代表幹事は、「こんなに強い政権で増税できなければ、他の政権ではおおよそできない」と述べ、「政治も国民も覚悟が足りない」と苦言を呈したのは、当に正論だろう。
　三党合意の責任者の一人である自民党の谷垣幹事長も財政を預かる麻生財務大臣も、安倍総理のこの決断に対してかなり抵抗したようだが、最後はその決定に従うことになった。自民党内にいる良識的な政治家の声が、残念ながらほとんど聞かれなくなっており、かつては総理や大臣などよりも力があると言われた自民党税制調査会も、無視されて官邸の決定が進められている。なによりも自民党総裁の手にある公認権という武器が、総選挙を前にして自民党内の批判を抑えるうえで大きな力になっていることは間違いない。このような政治がまかり通れば、当面は糊塗できたとしても、再び自民党に対する有権者の不満や批判の声が底流にマグマとなってうっ積するに違いない。
６日付の朝日新聞の最新の世論調査によれば、増税延期に「評価する」は56％と過半数を超えているが、むしろ安倍総理の説明に「納得」は28％でしかないことや、オバマ広島訪問というボーナスがありながら、内閣支持率が45％と5月に比べ2％増えたものの過半数には達しておらず、逆に不支持も34％と1％増えていることに注目したい。
　問題なのは民進党も同罪だ、岡田代表「三党合意」破棄発言、赤字国債で社会保障財源に、背景に維新の党との合流による折衷主義が拡大か？
　一方、実にだらしないのは民進党だ。5月末に行われた党首討論の場で、岡田代表は消費税の引き上げを延期すべき事を総理の正式提案前にわざわざ提案し、国会での最終盤には引き上げを延期する法案を提案した。その中で、社会保障の充実は、なんと驚くことに赤字国債で賄うべきことを提案しているのだ。民進党の前身である民主党時代に、自民・公明両党と共に「三党合意」を締結し、消費税の5%から10%への引き上げにより年金・医療・介護・子育ての４分野への社会保障の充実を約束してきたわけで、その精神は全く顧みられることなく政局の流れに妥協してしまったことを厳しく批判せざるを得ない。当時の責任者であった野田元首相は、考え方には反対だが反対行動はとらないと岡田代表に伝えたようだが、なんとも残念なことである。朝日の世論調査でも、政党支持率は８％と1％微増だが、7月参議院選挙での投票先では12％と5月の13％から下がっていることが大問題だろう。
　背景には、民主党と合体した維新の意向もあり、消費税に対する政策が大きく変質してしまったのだろう。今度の参議院選挙の公約の中に、行政改革の実施や公務員人件費の削減等、「小さい政府」を目指す新自由主義的政策がより鮮明になってきたわけで、格差社会をもたらした小泉政権や安倍政権との本質的な違いは残念ながら見出し難い。むしろ、新自由主義的政策の継承者として民進党が誕生したのではないか、という疑念が強く懸念されてならない。
　参議選1人区の野党共闘に注目したい、だが今後の政界は、政策理念による再編成に向けて動くべきで、「三党合意」の旗印こそ高く掲げるべき時ではないか
　こうした状況の中で、来たるべき参議院選挙での１人区すべてで野党共闘が成立したことは、せめてもの救いであろう。国民の中に生まれてきた安倍政権の立憲政治からの離脱する動きへの批判はもちろん、雇用や社会保障、教育の不十分性に対する不満は深く浸透し始めており、それを当面の参議院選挙で受け止める受け皿としての機能が期待される。
問題は、その後の政界の動きである。やはり、福祉国家で社会保障を重視するべく、理念としては「大きな政府=負担増」を目指す政党と、新自由主義の理念のもと「小さな政府=最小限の負担」を目指す政党へと再編成が必要になるのではないか。自民党内の上げ潮派に対抗していた消費税の社会保障目的税化を目指した政治勢力や、もともと福祉を重視する公明党と野党の中で大きく一致する政治勢力の結集こそ求められているように思うのだが、どうであろう。いわゆる「三党合意」の路線による再結集の必要性が高まっているのではないか。
　それと同時に、憲法改正に対する対抗軸も重要であり、それを含めて大きく４つの理念に基づく政治勢力が求められるのだろう。新自由主義・小さな政府・最小限の負担と憲法改正が結びつく政治勢力と、福祉国家・大きな政府・負担増と憲法擁護が結びつく政治勢力が２大政治勢力になるのかもしれない。
もっとも、憲法改正の中身については慎重に腑分けする必要があることは間違いなく、かつての55年体制の自民党と社会党のような対立になる可能性は低くなっているのかもしれない。いずれにせよ、問題は自民党内にも福祉国家を重視する政治勢力が根強く存在していたことであり、民進党になって福祉国家よりも新自由主義に基づく小さい政府志向の政治勢力が強くなっている事であり、有権者がマニフェスト=公約を見てもなかなかその違いを理解しにくくなってしまっている事を打開する必要があると思う。
いずれにせよ、政界再編成の必要性が強まったと見ているのだ。参議院選挙の結果とともに、今後の政治の動きを注視して行きたい。
　安倍総理のサミットでの世界経済認識、リーマン危機前夜には驚き以前に、恥ずかしい。消費税上げ延期に利用する魂胆見え見え
　それにしても、安倍総理のサミットにおける世界経済認識の異常さには、世界の先進各国の最高指導者に対してまことにお粗末な問題提起として恥ずかしく思ったのは自分だけであるまい。いまの世界経済が停滞していることまでは良いとしても、リーマン危機前夜という認識を提起するに至っては、国内の政治課題である消費税の引き上げ再延期へのサミットの場を悪用しようとしたものであり、その知的レベルとともに政治家としての器の問題として失格と言えよう。オバマの広島演説と安倍のそれを聞きながら、改めてそのことを痛感させられたのは自分だけではなかろう。
　アメリカの資産運用家ビル・グロス氏のほうが的確に世界経済を捉えているようだ
　蛇足ではあるが、6月5日付日経新聞の『日曜に考える』欄の「混迷する世界経済の行方は」において、アメリカ資産運用大手ジャナスキャピタルグループのポートフォリオマネージャーであるビル・グロス氏の世界経済認識に、多くの点で同感であり、安倍総理もしっかりと認識して欲しい点が指摘されているので紹介しておきたい。
ビル・グロス氏が主要国の長期的な低成長を予想したことについて、

　　「米国は今年、3%の成長が可能という人も多いが、私はせいぜい2%と見ている。同じくユーロ圏は2%でなく1%にとどまるだろうし、日本はプラスになれば御の字だ。もっとも深刻な要因は、労働生産性の伸びが長期的に低下していることだ。米国でいえば、10年以上前は年2~3%で伸びていたが、最近はほぼ横ばいにとどまっている」
「世界中の企業が生産性を高めるための投資をためらっているからだ。米企業は今、空前の規模の現金を抱えている。ところが経営者はこの資金を使って自社株を買うだけだ。工場、設備、そしてイノベーションへの投資が決定的に不足している」
「企業が投資をしないのは需要がおぼつかないからだ。お客が製品やサービスを買ってくれなければ、経営者はリスクを取って投資をするわけにはいかない。そして、お客が買ってくれない理由は高齢化だ。米国で第2次世界大戦後に生まれた大量のベビーブーマーが引退している。これまでの消費で多額の負債を抱えていることもあり、新たな大型消費には慎重だ。高齢化は欧州や日本でも進んでいる」
　色々と細かい問題はあるものの、今日日本やＥＵアメリカなど先進各国が抱えている問題について、見事に問題点を捉えていると言えよう。現実に直面している経済を、きちんと把握しなければならないポートフォリオマネージャーからすれば、今の先進国が抱えている問題のありかは十分に明白なのであろう。日本の安倍総理の世界経済の現実に対する認識は、誰が傍で知恵を付けているか不明ではあるが、間違っている事だけは確かである。アベノミクスの失敗が誰の目にも明らかになってきていることへの焦りの表れなのかもしれない。
　成長にイノベーションが必要は理解できても、飽和化した先進国で、それを実際に実現することはなかなか困難なのだ
成長・成長と力んだとしても、多くの企業経営者にとって需要がない中で設備投資をすることはリスクが大きすぎて不可能なのであり、せいぜい自社株買いで株主に還元することぐらいしか残されていないのだ。とくに、高齢化もあるが、労働力人口の伸びが低下している事こそが問題なのであり、今後企業家の方たちの努力でイノベーションがどう進展するのか、その努力には期待したいものの、現実のイノベーションは言うは易くても実際にはなかなか難しいことを教えてくれるのだ。誰かが実現した技術の「模倣」ではなく、全くの「独創」によるイノベーションは、なかなか実現するのは困難だということでもある。特に、教育や職業訓練などへの投資を怠っている日本では、そうしたイノベーションを起す力を自ら削いでいるとしか思えない。人的資本への投資こそ今後の課題の一つであろう。
　と同時に、企業部門においてはいくら内部資金を膨大に抱えても有効に設備投資できないのであれば、その財源をより有効に活用できる分野へと分配することにより、内需拡大を進めて行くことが必要である。まず必要なことは、停滞著しい労働者の賃金水準への一次分配を高めていく事であろう。そのためには、労働組合の賃上げ能力が高まる必要がある。さらに、格差を是正するための再分配政策である社会保障の充実は、消費性向の高い低所得者層に多く再分配されることによって内需の拡大に資するわけで、経済の安定化に役立つことは間違いない。ここは、政策であり政治の出番なのだ。成長に期待しつつも、一次分配および再分配政策の役割にも正当な地位を与えるべき時に来ているのだ。その為の財源として、法人が抱えている内部留保に増税が必要なのであり、いまや法人税の減税は方向性を間違えている。
今、本当に必要なのは、こうした政策を実現する意欲と能力を持ち合わせた政治勢力の結集だ。
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